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「21世紀日本の高度成長戦略：
希望の経済史学についての一考察」









































































































































































































































































































































































































Ａ‐1 自由貿易 ◯ 岸内閣以降大幅自由化
Ａ‐2 規制緩和 ◯ 経済安定本部解消（52年）
ケースＢ：
可処分所得増加政策
Ｂ‐1 貨幣流通量増加 ◯ 60年代に5倍に増加
Ｂ‐2 財政支出拡大 ◯ 60年代に5倍に増加
Ｂ‐3 大衆軽税政策 ◯ 石橋内閣以降顕著に
Ｂ‐4 貧困解消 ◯ 鳩山内閣以降顕著に
ケースＣ：
人口増加政策
Ｃ‐1 死亡率低下 ◯ 人口2000万人増加







































































































Ａ‐1 自由貿易 ● 既に充分に自由化
Ａ‐2 規制緩和 ● 既に充分に規制緩和
戦略Ｂ：
可処分所得増加政策
Ｂ‐1 貨幣流通量増加 ◎ 政府紙幣発行で5倍に増やす











Ｃ‐1 死亡率低下 ● 健康寿命の延伸に努めるべき
Ｃ‐2 出産数増加 ◎ 小児養育手当
（注）●は今後の日本で効果が少ない政策。◎は充分な効果が見込まれる政策。
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Ｃ‐2）を中心に進めるべきである。かつて，戦後高度成長期において，1960
年代の10年間に，国家予算（一般会計）も日銀貸出残高及びマネーサプライ
（Ｍ2）も，およそ5倍に増加した（拙稿［2014b］18頁）。ゆえに，21世
紀日本の高度成長戦略でも，国家予算を5倍に増やそう。つまり，一般会計
予算を現在の100兆円前後から，500兆円に増やすのである。
では，その資金はどのように調達するのか。1971年のドル・ショック以前
は，世界は事実上，金本位制であった。つまり1960年代の日本は，円紙幣の
発行量を増やすためには，金と交換可能なドル紙幣の保有量を増加させなけ
ればならなかった。そのためには，貿易黒字（正確には経常収支の黒字）を
稼ぐ必要があった。だがポスト金本位制の現在では，金やドルの保有量に関
係なく，円紙幣を発行することができる。そこで，政府紙幣を発行し，それ
を資金源とする＊6。近年（2008年から12年），中央政府の歳入は50兆円を下
回っているため，政府紙幣の発行額は450兆円ほど必要である。
なお，本来ならば，10年間かけて，国家予算を5倍にするべきであろう。
だが，10年間も続く政権の存在は，想定しにくい。衆議院議員の任期が4年
間であるため，21世紀日本の高度成長計画は，4カ年計画にすべきである。
だが本稿では，若い読者へのインパクトを強めるために，4カ年計画の最初
の1年目に，一気に，一般会計予算を500兆円に増加させ，2年目以降は500
兆円にインフレ率を乗じた金額とすることにしたい。
一般会計予算を一気に500兆円に増加させた場合，現在の予算とは別に，
400兆円分の政策を実施できる。その政策は，大衆需要を増加させるもので
なければならない。
では，具体的な政策を構想してみよう。筆者が重視する政策から順に並べ
ることとする。
⑴ 小児養育手当（Ｃ‐2の出産数増加政策）の創設（拙稿［2014a］8‐
9，21頁，拙稿［2014b］20‐21頁も参照）。少子化を防止するためには，子
供が3歳になる頃まで，母親の所得を保障しなければならない（それ以降は
＊6国債の日銀直接引き受けではなく，政府紙幣の発行とする理由は，多くの日本人は「金
本位制シンドローム」に囚われているため，国債発行残高が増加すると，財政破綻するの
ではないかと危惧するからである。拙著［2011］第2章及び第7章第3節も参照。
「21世紀日本の高度成長戦略：希望の経済史学についての一考察」
―17―
保育所に預けて働けるように保育所も増設する）。そこで，使用目的限定の，
すなわち酒，たばこ等の20歳未満禁止の商品の購入を不可とする小児養育券
を，出産後3年間に渡って毎月25万円，年間300万円分を支給する。現在，
3歳以下の子供は約300万人であるため，この政策には10兆円ほど必要とな
る。
⑵ 健康保険料廃止と医療費無料化（Ｂ‐3の大衆軽税政策。正確には，
大衆負担削減政策）。2010年の国民医療費は37兆円（矢野記念会編［2013］
532頁）なので，およそ40兆円ほど必要である。
⑶ 使用目的限定の生活補助券（Ｂ‐4の貧困解消政策）。これは，いわゆ
るベーシック・インカムである。現金支給は道徳的な問題もあるため，これ
も上記の小児養育券のように使用目的限定とする。年収300万円未満の世帯
は1500万世帯ほど存在する（拙著［2008］73頁）。300万円に達するまで，生
活補助券を支給することにする。1500万世帯に対し，1世帯当たり平均で年
間100万円分を支給すると，15兆円必要である。
⑷ 国民最低保障年金（Ｂ‐4の貧困解消政策）。この年金は，現在の年金
とは別に，支給する。現時点でも充分な年金を受給している高齢者もいるだ
ろうが，本当に必要とする貧困高齢者に限定して支給すると，大衆需要を充
分に増加させることができない。本稿における諸政策は，国民最低保障年金
も含め，大衆需要を増加させることが最大の目的である。ゆえに全ての高齢
者に，現在の年金とは別枠で支給する。もちろんこれは年金であるため，現
金支給である。月10万円支給すると年間で120万円である。2010年における
65歳以上の人口は約3000万人（矢野記念会編［2013］32，41頁）なので，36
兆円ほど必要である。
ここまでで，すなわち⑴～⑷の4つの政策で必要な金額は，まだ，たった
の100兆円ほどである。国家予算を5倍にするためには，残り300兆円を国民
のために使わねばならない。
では，次に資金を投入するべき分野は何か。もちろん教育である。社会を
支えるのは人材である。ゆえに人材育成は，最も重要な仕事の一つである。
だが現在の日本では，低賃金の非正規雇用の教員が数多くいる。私立大学な
どは，非常勤講師なしには成り立たない。小中学校では教職員の人数が足り
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ないため，教員の過労が深刻化している。よって，非正規教員の正規雇用化，
教職員の増員と賃上げが必要である。
なお，大衆需要の増加には関係がないが，国立大学の教員の年収は，現在
の3倍にすべきだろう。講座派理論はソ連から見放された後も，国立大学教
員を中心に支持され続けた。その最大の理由は，講座派研究者自身の反復強
迫であるが，もう一つの理由として，国立大学教員の給与水準が，大企業の
大卒従業員よりも低すぎるという点があるのではないか。民間企業に就職し
た大学時代の友人知人よりも遙かに低い給与が，日本資本主義への個人的な
憎悪となり，「憎悪の経済史学」である講座派を支持させ続けたのではない
か。よって，現状のような低賃金は，日本の社会に良い影響を与えない。国
立大学教員に対しては，高度な研究能力に見合うだけの収入を提供するべき
である。加えて，全ての無職のポスト・ドクターを，充分な賃金で大学で雇
用すべきである。現在の日本でそれらが実行されないのは，予算がないから，
との理由であろう。だが，高度成長路線を選択すれば，充分に可能となる。
また，公立学校の学費は，大学も含めて無料にすべきである。なぜなら公
立学校における教育は，個人の利益のためではなく，日本の社会を支える人
材を育成するために行うものだからである。
では，どの程度の資金を投入すべきだろうか。09年の公財政支出教育費は，
国と地方を合わせて23兆円である（矢野記念会編［2013］515頁）。正確な数
字は現在は提示しかねるが，現在の金額の2倍，つまり新たに50兆円ほども
投入すれば（23兆円から73兆円に予算を増やせば），上記の教育関係費用は，
充分にまかなえるのではないか。
よって，以下のようになる。
⑸ 教育関係費の増加。公立学校の学費無料化は大衆負担削減政策に当た
るため，Ｂ‐3の大衆軽税政策に相当する。また，非正規雇用教員の正規雇
用化は，Ｂ‐4の貧困解消政策に相当する。必要な金額は，とりあえず50兆
円を想定する。
次に，本稿では，拙著［2011］でも提言した，日本の省エネ・脱石油社会
化を推進するためのエコ・ジャパン推進券を再度提言したい。なぜなら，高
度成長のネックとなるのがエネルギー問題だからである。エネルギー需給が
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逼迫してエネルギー価格が上昇すれば，多くの商品の価格が上昇してしまう。
それは BHN 価格の上昇をもたらし，大衆需要を減少させる。加えて，政府
紙幣の大量発行によって円安となるため，国内のガソリン価格が上昇する。
近年の地方社会は自動車社会であり，多くの地方住民は，通勤や買い物など
の日常生活に自動車を利用している。ゆえにガソリン価格の上昇は，地方住
民の大衆需要を減少させる。
そこで，ガソリンの消費を抑えるために，燃料電池車，プラグ・イン・ハ
イブリッド・カー，電気自動車などを購入できるエコ・ジャパン推進券を国
民全員に配布し，日本の省エネ・脱石油社会化を推進する。20歳以上の日本
国民は約1億人なので，一人100万円分を支給すれば，100兆円である。もち
ろん，燃料電池車等の購入費用は，税額控除を認める。
⑹ エコ・ジャパン推進券。年間100兆円支給。同券には，使用期限を設
けると同時に，金券ショップでの売買も認める。よって，年間100兆円支給
すれば，必ず使用期限内に100兆円が流通する。したがって，Ｂ‐1の貨幣流
通量増加政策にも相当する（当然，Ｂ‐2の財政支出拡大政策でもある）。
次に行うべきは，高賃金政策である。拙稿［2014a］では，法定最低賃金
を5年間かけて段階的に時給3000円以上に引き上げることを提言した。民間
企業に関しては，経営上の理由で，ある程度の移行期間が必要であるが，政
府の場合は必要ない。公務員やみなし公務員の給料は，時給3000円未満の者
に対しては，すみやかに時給3000円以上に引き上げる（時給3000円で年間2000
時間労働の場合，年収600万円となる。拙稿［2014a］20‐21頁では年間1500
時間労働を提言したので，その場合は年収450万円となる）。もちろん，フル
タイムで働いている非正規雇用公務員及びみなし公務員は，正規雇用化する。
他に，民間であっても，政府が多額の税金を投入している部門，例えば私立
学校，私立病院，介護サービスなどでは，すみやかに時給3000円以上を実現
する。
ではそのために，どれほどの資金が必要か。2010年において，第三次産業
に占める「公務」（教育や医療などに分類されない者）の就業者数は202万人
で，「教育，学習支援業」が264万人，「学術研究，専門・技術サービス業」
が190万人，「医療，福祉」が618万人である（矢野記念会編［2013］81頁）。
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合計で1274万人である。ちなみに同年の産業別月間現金給与は，「教育，学
習支援業」が39万円で，「医療，福祉」が30万円である（矢野記念会編［2013］
91頁）。そこで，1300万人に，現在の給与とは別に年間300万円を政府が支給
することにすると，39兆円必要である。
⑺ 時給3000円以上の高賃金政策。政府投入資金は，新たに40兆円ほど必
要である。
以上より，⑴～⑺の7政策を合わせても，総額300兆円弱にしかならない。
では，あと100兆円を何に使うか。東北復興にも，本来は，復興増税の資金
だけでは足りず，まだまだ資金が必要なのではないか。他に，自民党が主張
する列島強靱化や，民主党政権が主張していた高速道路無料化も，大衆需要
を増加させる効果があるため，資金を投入した方がよい。
なお，消費税は，大衆需要を減少させる税制であるため，すみやかに廃止
するべきである。本稿では代わりに，奢侈品税ないしは高級品税を導入する
ことを提言する。高級品税は，不景気の時には税収が激減するであろうが，
逆に好景気の時には税収が激増するため，高度成長路線が軌道に乗れば，消
費税廃止を補って余りある税収をもたらすであろう。
ところで，誤解がないように念のために付言しておくが，高度成長が実現
すれば，上記のような政策が可能になる，というのではない。因果関係が逆
である。高度成長を実現するために，上記のような政策が必要なのである。
筆者個人は，市場メカニズムのプラス面を評価しているため，医療費の完全
無料化や，全教育機関の学費無料化などは，個人的には願い下げである。だ
が，高度成長を実現するためには，公立学校や公立病院は無料化し，私立学
校や私立病院も，少なくとも，自己負担額が1割程度以下になるように，私
学助成金などの資金を政府が増額して投入しなければならない。
では，こうした高度成長路線のマイナス面は何か。高度成長路線は，円安
インフレ好景気をもたらす。インフレは一般的に，年金生活者と公務員の生
活に打撃を与えるものである。しかし本稿が提言する高度成長路線では，前
述のように，国民最低保障年金が，現在の年金とは別枠で支給される。加え
て，ベーシック・インカムに当たる生活補助券も支給される。また，公務員
やみなし公務員に対しては，最低賃金が時給3000円に引き上げられる。よっ
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て，高度成長路線によって生活苦に陥る者はいない。もちろん，年金支給額
や公務員及びみなし公務員の給与は物価スライド制にする。本稿のように国
家予算を最初の1年で一気に5倍に増やすような荒っぽい手法をとる場合に
は，1年目のインフレ率もそれなりに高くなるであろう。その場合には，年
金支給額や賃金の引き上げを，3ヶ月ごと，もしくは毎月ごとに，行う必要
があろう。
円安の主要なマイナス面は，上記で指摘したように，円安によるガソリン
価格の上昇である。だがそれは，前述のエコ・ジャパン推進券で解決する。
このように，高度成長路線を選択すれば，夢のような社会が実現する。ベー
シック・インカムによって貧困が一掃され，医療費，介護費，子供の教育費
などに悩むこともなくなり，年金支給額も増えるため，老後の心配もなくな
る。しかも高度成長社会では，起業も容易になるため，能力のある若者達が
その実力を発揮して，社会的成功を修めることができるようになる。
日本は空前の繁栄を遂げ，そしてその繁栄は，世界の繁栄にもつながる。
なぜなら，日本における大衆需要の増加は，グローバル時代の今日では，日
本国内の企業を発展させるだけでなく，輸入を通じて，外国企業の売り上げ
も増加させ，海外でも雇用を増加させるからである。つまり日本の大衆需要
が，今まで以上に，世界経済の成長を牽引するようになる。ゆえに，日本が
高度成長路線を選択することは，日本のみならず，世界にも繁栄をもたらす。
このように，「憎悪の経済史学」を捨て去り，「希望の経済史学」を選択す
れば，我々日本人の未来は，そして人類の未来は，希望あふれるものになる
のである。
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